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「施設マネジメント白書から始まる

自治体資産の有効活用と経営改革」

平成24年2月10日

ファインコラボレート研究所

望月 伸一
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「施設マネジメント白書から始まる
自治体資産の有効活用と経営改革」

Ⅱ 資産有効活用の必要性（公共施設マネジメント白書）

（ミクロ（用途別）での把握）

Ⅰ ・今後の公共施設及びインフラ資産に係る更新費用の推計

（マクロでの把握）

・概要情報による自治体間比較

Ⅲ 自治体資産の有効活用方法

いろいろな観点からの改善検討
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公共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡便に推計する方法に関する調査

わが国では、戦後の復興期から１９６０年代の高度経済

成長期にかけて、また１９９０年代のバブル経済崩壊後の

数次の経済対策を通じて社会資本の集中的な整備が行

われ、学校、公民館などの公共施設や道路、上水道、下

水道などのインフラ資産が整備された。２０００年以降減

少傾向にあるが、過去の公共施設及びインフラ資産（以

下「公共施設等」という。）が築後２０年から５０年以上を経

て、近い将来に多額の更新費用等が必要になることが見

込まれている。地方公共団体は、概算であっても公共施

設等の更新に要する費用の推計を行って全体の所要額

を把握することが必要である。このような認識から、本研

究会において公共施設等の更新費用の簡便な推計方法

について調査研究することとした。

メンバー構成本研究会の目的

平成２２年度地方公共団体の財政分析等に関する調査研究会委員

＜委員＞ 【５０音順】

○ 朝 月 雅 則
（静岡県浜松市財務部資産経営課長）

○ 飯 島 義 雄
（総務省自治財政局財務調査課長）

○ 井 上 正 己
（埼玉県宮代町総務政策課改革推進室長グループ主幹）

座長○ 今 井 勝 人
（武蔵大学経済学部教授）

○ 大 塚 成 男
（千葉大学法経学部教授）

○ 兼 村 高 文
（明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科教授）

○ 根 本 祐 二
（東洋大学大学院経済学研究科教授）

○ 吉 川 清 志
（千葉県習志野市企画政策部経営改革推進室長）

＜調査分析協力＞
○ 望 月 伸 一
（（株）ファインコラボレート研究所所長）
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歳入の推移 歳出の推移

日光市
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歳出決算額の推移 （普通会計決算）

（億円）

人件費
89億円

物件費
51億円

維持補修費5億円

扶助費 48億円

補助費等33億円

投資的経費
95億円

公債費 55億円

積立金等14億円

繰出金 33億円

Ⅰ 今後の公共施設及びインフラ資産に係る更新費用の推計
１． 歳入の推移・歳出の推移

日光市
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歳入決算額の推移 （普通会計決算）

市町村民税
49億円

地方交付税
83億円

その他一般財源
113億円

市町村債
53億円

国庫支出金
68億円

都道府県支出金
33億円

その他特定財源
47億円

（億円）

日光市
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歳出：性質別内訳

日光市

人件費

21%

物件費

12%

維持補修費

1%

投資的経費

22%

扶助費

11%

補助費等

8%

公債費

13%

繰出金

8%

貸付金等

4%

歳出決算額の性質別内訳（普通会計決算）

歳出：性質別内訳

日光市
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投資的経費の推移及び内訳（普通会計決算）

（億円）

公共施設に係る
投資的経費
59億円

道路・橋りょう等に係る
投資的経費
24億円

用地取得費 1億円

その他 10億円

２．歳出：性質別内訳
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築年別整備状況

日光市

耐震化状況

日光市

３．築年別整備状況・耐震化状況
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学校教育系施設 普通財産 その他 供給処理施設

公園 市営住宅 行政系施設 医療施設

保健・福祉施設 子育て支援施設 産業系施設 ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

社会教育系施設 市民文化施設 人口

人口

（人）

延床

面積

（㎡）

旧耐震基準(1981年以前) 新耐震基準(1982年以降)

5.65㎡/人

51.9万㎡

196,985㎡ 38.0% 318,370㎡ 61.3%

新耐震基準 及び 耐震化実施済

耐震化未実施
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土地面積の内訳

日光市 土地 建物

建物面積の内訳

日光市

４．歳出：土地面積の内訳・建物面積の内訳
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公共施設投資的経費

40年間
更新費用総額

年平均更新費用

現在までのストック

将来コスト予測

日光市

その他

用地取得費

公共施設投資的経費

39.7億円 65.2億円 2,604.8億円

51.9万㎡

５．歳出：将来コスト予測
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人口・世帯数の推移

日光市

将来人口動向

日光市

６．歳出：人口・世帯数の推移・将来人口動向
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1958年ピーク
24,792人

2009年
7,193人

（ピーク時の29％）

2009年
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（2.56人/世帯）

世帯数

総人口

児童生徒数

1990 年 2010 年

2010 年 2030 年

1990年 2010年 2010年 2030年
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道路

日光市

橋梁 – 年度別本数

日光市

橋梁 日光市 橋梁本数 727 本
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策定済
H21年度

橋梁長寿命化計画

７．道路・橋梁‐年度別本数

道路 日光市
1 ストック総量を更新期間15年間で整備する。-総面積のみから算出

40年間整備額 億円

１年当たり整備額 20.8 億円

834.0
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橋梁 – 構造別面積

日光市

橋梁 – 将来コスト

日光市

８．橋梁‐構造別面積・橋梁‐将来コスト

橋梁 日光市 橋梁面積 ㎡53,581.0
橋梁 日光市

2 ストック総量を更新期間60年間で整備する。-構造別単価から算出 総整備額 227.1 億円

40年間整備額 158.0 億円

１年当たり整備額 3.9 億円
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上水道 – 年度別延長長さ

日光市

上水道 – 将来コスト

日光市

９．上水道‐年度別延長長さ・上水道‐将来コスト

上水道 日光市 総延長 970,327 m
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導水管 送水管 配水管300mm以下 配水管500mm以下

配水管1000mm以下 配水管1500mm以下 配水管2000mm未満 配水2000㎜以上

耐震管比

0.2％

40年
1996年度
耐震管採用

上水道 日光市

2 過去の整備年度別に応じた整備を各年行う。 総整備額 952.0 億円

40年間整備額 952.0 億円

１年当たり整備額 23.8 億円
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下水道 – 年度別延長長さ

日光市

下水道 – 将来コスト

日光市

10．下水道‐年度別延長長さ・下水道‐将来コスト

下水道 日光市 総延長 m388,684

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

～
19
50

19
51

19
52

19
53

19
54

19
55

19
56

19
57

19
58

19
59

19
60

19
61

19
62

19
63

19
64

19
65

19
66

19
67

19
68

19
69

19
70

19
71

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

不
明

コンクリート管 陶管 塩ビ管 更生管 その他

50年

下水道 日光市

5 過去の整備年度別に応じた整備を各年行う。-管径別単価から算出 総整備額 億円

40年間整備額 億円

１年当たり整備額 5.7 億円
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インフラ資産　将来の更新費用予測 日光市 40年間整備額 1,704.5 億円

１年当たり整備額 42.6 億円
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（道路・橋梁）

投資額

上水道

投資額

下水道

投資額

道路

整備額

橋梁

整備額

上水道

整備額

下水道

整備額

5年平均
投資額

インフラ ‐ 将来コスト予測

日光市

上水道投資額

下水道投資額

道路・橋梁等
投資的経費

インフラ及び公共施設 ‐ 将来コスト予測

日光市 インフラ資産+公共建築　将来の更新費用予測 日光市 40年間整備額 4,605.3 億円

１年当たり整備額 115.1 億円
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投資額

道路

整備額

橋梁
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11．インフラ‐将来コスト予測・インフラ及び公共施設‐将来コスト予測
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A市

Ⅰ 概要情報による自治体間比較
１． 人口・世帯数の推移

B市

C市

D市

2007年
156,873人

市制施行

2007年
65,888世帯

2009年
134,422人

2009年
70,150世帯

2009年
150,549人

2009年
59,013世帯

2009年
110,871人

2009年
44,329世帯

2009年
174,164人

2009年
72,886世帯

最大人口
2009年
150,549人

最大人口
1987年
136,637人

最大人口
2006年
156,926人

2.38人/世帯

2.50人/世帯

2.55人/世帯

1.92人/世帯

2.37人/世帯

全体人口の推移

児童・生徒数の推移

世帯数の推移

（人口の増加期間と増加数）

児童生徒数

12,960人（2007年）
ピーク時の61％

合併

約23年間

約13年間

約35年間

児童生徒数

19,676人
（1983年ﾋﾟｰｸ時）

7,809人（2009年）
ピーク時の40％

児童生徒数

20,018人
（1987年ﾋﾟｰｸ時）

12,764人（2009年）
ピーク時の64％

（出典：国勢調査）

児童生徒数

22,742人
（1980年時）

10,943人（2009年）
ピーク時の48％

9,425人
（最小数2002年）

3.2万人
（1955年）

14.7万人
（1990年）

7.5万人
（1951年）

13.0万人
（1964年）

12.8万人
（1988年）

袖ヶ浦誕生

21,074人
（1983年ﾋﾟｰｸ時）

児童生徒数
6,745人（2009年）
ピーク時の45％

15,140人
（1961年ﾋﾟｰｸ時）

約17年間

10.5万人
（1982年） 最大人口

1998年
118,699人

約27年間
17.0万人
（1977年）

最大人口
1987年
176,358人

年間3,200人増加

年間3,900人増加

3.9万人
（1965年）

5.4万人
（1965年）

年間3,200人増加

年間3,200人増加

年間4,200人増加

8.5万人
（1950年）

人口及び世帯数：住民基本台帳（５年間隔のデータは国勢調査資料）による
児童生徒数：各年5月1日現在

E市
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1989 年 2009 年

132,907 人 150,914 人

高齢者人口

（65才～）

生産人口

（15才～65才）

年少人口

（0才～14才）

66.9%

22.5% 13.6%

6.5% 19.5%

71.0%

入間市

2009年

1989年

0 5,000 10,000 15,000 20,000

100～

95～99

90～94

85～89

80～84

75～79

70～74

65～69

60～64

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

10～14

5～9

0～4

1989 年 2009 年

113,445 人 110,871 人

高齢者人口

（65才～）

生産人口

（15才～65才）

年少人口

（0才～14才）

7.9% 23.4%

71.3% 65.0%

20.8% 11.6%

取手市

1989年

2009年
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95～
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85～89
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55～59

50～54

45～49
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35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

10～14

5～9

0～4

1989 年 2009 年

177,240 人 177,076 人

高齢者人口

（65才～）

生産人口

（15才～65才）

年少人口

（0才～14才）

13.1%

71.9%

15.0%

26.7%

61.3%

12.0%

鎌倉市
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55～59
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35～39
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15～19

10～14

5～9

0～4

1989年

2009年

２． 階層別人口動態（過去：1989年～現在：2009年）

1990 年 2009 年

134,959 人 134,686 人

高齢者人口

（65才～）

生産人口

（15才～65才）

年少人口

（0才～14才）

11.6% 19.8%

73.9% 69.6%

14.6% 10.6%

武蔵野市

0 5,000 10 ,000 15 ,000 20 ,000
85～

80～84

75～79

70～74

65～69

60～64

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

10～14

5～9

0～4

2009年

1990年

1987 年 2007 年

138,006 人 161,396 人

高齢者人口

（65才～）

生産人口

（15才～65才）

年少人口

（0才～14才）

6.5% 17.4%

71.8% 68.3%

21.7% 14.3%

習志野市

2007年

1987年

0 5,000 10,000 15,000 20,000

95～

90～94

85～89

80～84

75～79

70～74

65～69

60～64

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

10～14

5～9

0～4

全体 全体 全体 全体 全体

（-0.1％） （-2.3％） （+13.5％） （-0.2％） （+16.9％）

64 64 64 64 64

（出典：住民基本台帳）

2009年人口分布（習志野市：2007年）

1989年人口分布（習志野市：1987年）

1989年から2009年に増加
（習志野市：1987年から2007年）

1989年から2009年に減少
（習志野市：1987年から2007年）

1989年、2009年共通

凡例

（+13.6％） （+15.5％） （+13.0％） （+8.2％） （+10.9％）

（-10.6％） （-6.3％） （-4.1％） （-4.3％） （-3.5％）

A市 B市 C市 D市 E市
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A市
2008年度

562億円

３． 財政状況（歳入の推移）

B市

2008年度
356億円

C市

2008年度
360億円

D市 2008年度
592億円

E市

2008年度
445億円

自主財源
443億円（79％）

その他 29億円
地方交付税 0.4億円
県支出金 24億円
国庫支出金 37億円
市債 28億円（5％）

自主財源
226億円（63％）

その他 20億円
地方交付税 17億円
県支出金 14億円
国庫支出金 22億円
市債 57億円（16％）

自主財源
263億円（63％）

その他 24億円
地方交付税 2億円
県支出金 16億円
国庫支出金 31億円
市債 23億円（6％）

自主財源
446億円（75％）

その他 30億円
地方交付税 0.3億円
県支出金 35億円
国庫支出金 69億円

市債 11億円（2％）

自主財源
333億円（75％）

その他 23億円
地方交付税 14億円
県支出金 16億円
国庫支出金 34億円
市債 26億円（6％）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

歳入の経年による変化

自主財源の比率（63％～79％）

市債等の比率（2％～16％）

（合併）

凡例



18

14,835 14,834 14,989 14,544 14,452 14,020 14,173 12,363 12,422 11,914

2,918 2,152 2,450 2,766 3,459 3,724 3,796
4,084 4,616 4,918

0

10,000

20,000
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60,000

70,000

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

（百万円）

12,675 12,387 12,592 12,182 12,356 11,356 11,696 10,978 11,521 10,947

6,441 5,298 5,469 5,699 6,239 6,607 6,809 6,703 7,073 7,423

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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70,000

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

（百万円）

8,652 8,613 8,643 8,671 8,553 8,721 8,627 8,483 8,461 8,448 

4,281 3,637 4,078 4,274 4,645 5,132 5,088 5,278 5,732 6,111 
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70,000 

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

（百万円）

9,611 9,473 9,645 9,548 9,224 9,265 9,358 9,202 9,126 8,981

2,623 2,223 2,464 2,608 3,022 3,281 3,707 3,984 4,147 4,343
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18,237 17,911 17,568 17,164 16,223 15,450 16,112 16,418 16,717 15,886

4,340 3,375 3,742 4,146 4,595 4,961 5,307 5,610 6,289 6,630
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４． 財政状況（歳出の推移）
A市

2008年度
546億円

B市

2008年度
348億円

C市

2008年度
351億円

D市
2008年度

540億円

E市

2008年度
431億円

扶助費66億円

貸付金等 24億円
繰出金 80億円
公債費 62億円
投資的経費 53億円

貸付金等 17億円
繰出金 41億円
公債費 42億円
投資的経費 44億円

貸付金等 3億円
繰出金 45億円
公債費 40億円
投資的経費 33億円（9％）

貸付金等 22億円
繰出金 38億円
公債費 28億円
投資的経費 87億円

貸付金等 25億円
繰出金 36億円
公債費 47億円
投資的経費 51億円

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

人件費159億円

物件費80億円

扶助費43億円

人件費90億円

物件費42億円

扶助費61億円

人件費84億円

物件費61億円

扶助費74億円

人件費109億円

物件費117億円

扶助費74億円

人件費109億円

物件費117億円

歳出の経年による変化

投資的経費

（33億円～87億円）（9％～16％）

扶助費の増加

直近の状況（内訳）

（10％）

（13％）

（16％）

（12％）

（合併）

消費的経費327億円
（60％）

消費的経費204億円
（59％）

消費的経費230億円（66％）

消費的経費365億円
（68％）

消費的経費272億円
（63％）

凡例
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扶助費
12%

補助費等
8%

公債費
12%

投資的経費
13%

繰出金
12%

物件費
12%

人件費
26%

維持補修費
0.4%

貸付金・積立
金・投資・出
資金
5%

５． 財政状況（歳出：性質別内訳）
A市

扶助費
12%

補助費等
3%

公債費
11%

投資的経費
10%

繰出金
15%

物件費
15%

人件費
29%

維持補修費
1%

貸付金・積立
金・投資・出
資金
4%

B市 C市

D市 E市

扶助費
17%

補助費等
6%

公債費
11%

人件費
25%

物件費
17%

維持補修費
1%

投資的経費
9%

繰出金
13%

貸付金・積立
金・投資・出
資金
1%

扶助費
14%

補助費等
11%

公債費
5%

人件費
20%

物件費
22%

維持補修費
1%

投資的経費
16%

繰出金
7%

貸付金・積
立金・投資・
出資金
4%

扶助費
11%

補助費等
3%

公債費
11%

人件費
28%

物件費
21%

維持補修費
0.4%

投資的経費
12%

繰出金
8%

貸付金・積
立金・投資・
出資金
6%

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５４％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５４％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５１％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５１％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５２％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５２％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５９％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約５９％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約６１％を
占める

行政サービ
スにかかる
歳出は
約６１％を
占める

2008年度歳出
546億円

2008年度歳出
546億円

2008年度歳出
348億円

2008年度歳出
348億円

2008年度歳出
351億円

2008年度歳出
351億円

2008年度歳出
540億円

2008年度歳出
540億円

2008年度歳出
431億円

2008年度歳出
431億円

159億円
80億円

62億円

66億円

80億円

53億円

90億円
41億円

42億円

43億円
44億円

42億円

84億円
45億円

40億円

61億円 33億円

61億円

109億円28億円

57億円

74億円

117億円

87億円

38億円

51億円

119億円

90億円
49億円

13億円

47億円

36億円

人件費・物件費・維持補修費・投資的経費

の割合（51％～61％）

扶助費の割合（11％～14％）

投資的経費の割合（9％～16％）

28億円

1億円

凡例
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６． 財政状況（投資的経費の推移）
A市

2008年度
53億円

B市

2008年度
44億円

C市

2008年度
33億円

D市
2008年度

87億円

E市

2008年度
51億円

（年度）

130億円

108億円107億円106億円

69億円

92億円

73億円

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

23

21

22

11

23

10

15

30

19

22

41億円

土木費
（インフラ）

公共施設に関する
投資的経費

公共施設の
投資的経費

公共施設に関する
投資的経費

公共施設の
投資的経費

直近の20年間でみると、投資的経費
の減少は顕著

この10年間では、各自治体により状
況は異なる

投資的経費の中でのインフラと公共

建築の部分との比率

土木費
（インフラ）

土木費
（インフラ）

土木費
（インフラ）

（合併）

清掃工場の建設

37
用地取得費

その他

6

用地取得費

その他
10

用地取得費

その他
4

5

1

凡例
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面積
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市庁舎等

市民体育館

産業文化センター

市庁舎等

健康福祉センター

７． 公共建築の状況（築年別整備状況）

Ａ
市

Ｂ
市

Ｃ
市

Ｄ
市

Ｅ
市

旧耐震基準（1981年以前）
239,990㎡（61.2％）

新耐震基準（1982年以降）
152,019㎡（38.8％）

旧耐震基準（1981年以前）
148,696㎡（57.4％）

新耐震基準（1982年以降）
110,213㎡（42.6％）

25.9万㎡25.9万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
159,812㎡（50.2％）

新耐震基準（1982年以降）
158,372㎡（49.8％）

31.8万㎡31.8万㎡

39.2万㎡39.2万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
163,150㎡（49.8％）

新耐震基準（1982年以降）
164,493㎡（50.2％）

32.8万㎡32.8万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
253,263㎡（65.5％）

新耐震基準（1982年以降）
133,181㎡（34.5％）

38.6万㎡38.6万㎡

人口の推移

人口の推移

人口の推移

人口の推移

人口の推移

2.25㎡/人

2.33㎡/人

2.26㎡/人

2.41㎡/人

2.41㎡/人

合併

延

延

鎌倉市建物台帳による棟別面積

凡例

人口の推移：住民基本台帳（５年間隔のデータは国勢調査資料）による
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取手市役所
取手市立福祉会館(取手支所）

８． 公共建築の状況（耐震化状況）

Ａ
市

Ｂ
市

Ｃ
市

Ｄ
市

Ｅ
市

旧耐震基準（1981年以前）
239,990 ㎡（61.2％）

新耐震基準（1982年以降）
152,019㎡（38.8％）

旧耐震基準（1981年以前）
148,696㎡（57.4％）

新耐震基準（1982年以降）
110,213㎡（42.6％）

25.9万㎡25.9万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
159,812㎡（50.2％）

新耐震基準（1982年以降）
158,372㎡（49.8％）

31.8万㎡31.8万㎡

39.2万㎡39.2万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
163,150㎡（49.8％）

新耐震基準（1982年以降）
164,496㎡（50.2％）

32.8万㎡32.8万㎡

旧耐震基準（1981年以前）
253,263㎡（65.5％）

新耐震基準（1982年以降）
133,181㎡（34.5％）

38.6万㎡38.6万㎡

内、耐震化未実施
106,592㎡(27.1%)
内、耐震化未実施
106,592㎡(27.1%)

内、耐震化未実施
105,115㎡(40.6%)
内、耐震化未実施
105,115㎡(40.6%)

耐震化未実施
147,672㎡(46.4%)
耐震化未実施
147,672㎡(46.4%)

耐震化未実施
1,709㎡(0.5%)
耐震化未実施
1,709㎡(0.5%)

耐震化未実施
127,147㎡(32.9%)
耐震化未実施
127,147㎡(32.9%)

旧耐震基準新耐震基準

41%

17%

42%

耐震化未実施

耐震化実施済

旧耐震基準新耐震基準

46%

4%

50%

耐震化未実施

耐震化実施済

合併

旧耐震基準新耐震基準

26%

34%

40%

耐震化未実施

耐震化実施済

鎌倉市建物台帳による棟別面積

凡例

新耐震基準 及び 耐震化実施済

耐震化未実施

旧耐震基準新耐震基準

49%50%

1%

耐震化未実施

耐震化実施済

旧耐震基準新耐震基準

33%

33%

34%

耐震化未実施

耐震化実施済
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博物館等

3%

保健・福祉施設

4%

スポーツ施設

1%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・保養

施設

1%

市営住宅

7%

図書館

1%

文化施設

2%

産業系施設

2%

集会施設

5%庁舎等

7%

消防署等

1%

その他行政財産

1%

普通財産

1%

公園

2%

供給処理施設

4%

子育て支援施設

2%

幼児・児童施設

2%

学校施設

54%

保健・福祉施設

2%

博物館等

4%
産業系施設

1%
スポーツ施設

0%

庁舎等

1%

集会施設

2%

普通財産

3%
消防署等

0.3%

供給処理施設

2%

その他行政財産

3%

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・保養

施設

2%

市営住宅

3%

公園

44%

学校施設

31%

幼児・児童施設

0.5%

子育て支援施設

1%

９. 公共建築の状況（土地・建物面積の内訳）
Ａ市 Ｂ市 Ｃ市

土 地 土 地 土 地

建 物 建 物 建 物

2008年度
192.6万㎡
2008年度
192.6万㎡

2008年度
39.2万㎡

2008年度
39.2万㎡

2008年度
102.3万㎡
2008年度
102.3万㎡

2008年度
210.8万㎡
2008年度
210.8万㎡

2008年度
25.9万㎡

2008年度
25.9万㎡

2008年度
34.3万㎡

2008年度
34.3万㎡

各市施設白書研究会提供データによる

市営住宅

3%

図書館

0%
庁舎等

2%

文化施設

0%

集会施設

2%
博物館等

0%

保健・福祉施設

3%

スポーツ施設

9%

公園

35%

普通財産

8%

消防署等

1%

その他行政財産

0%

産業系施設

0.2%

子育て支援施設

1%

学校施設

34%

幼児・児童施設

1%

子育て支援施設

1%

学校施設
27%

市営住宅

2%

スポーツ施設

3%
供給処理施設

6%

その他行政財産

1%
保健・福祉施設

1%

文化施設

1%

集会施設

0%

消防署等

1%

庁舎等
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普通財産
10%
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43%

文化施設

8%

産業系施設

1%

普通財産

4%

消防署等

2%

その他行政財産

1%

供給処理施設

16%

集会施設

0% 図書館
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庁舎等

5%

保健・福祉施設
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博物館等
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学校施設

43%

幼児・児童施設

2%

子育て支援施設

1%
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4%

庁舎等

6%

集会施設

5%
図書館

1% 文化施設

2%
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1%
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5%
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鎌倉市有施設　将来負担予測コスト
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億円

維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費

現在までのストック
39.2万㎡

29.7

37.2

20.9

2008年度決算実績による

鎌倉市

52.7億円

2008年度
投資的経費

インフラ
（土木費）

22.5億円

公共施設に関する
投資的経費

30.2億円

用地取得費等

市民関連施設の
投資的経費

20.9億円

4.4億円

その他
4.9億円

1０. 今後、建替え・改修にかかるコスト試算

Ａ
市

Ｂ
市

Ｃ
市

Ｄ
市

Ｅ
市

年間 55.1億円

（20.9億円の約2.63倍）

年間 29.3億円
（11.4億円の約2.6倍）

年間 43.8億円

（9.5億円の約4.6倍）

（29.7億円の約1.8倍）

年間 54.4億円
（20.2億円の約2.7倍）

年間 54.3億円

32.6億円

2008年度
投資的経費

インフラ
（土木費）

23.1億円
公共施設に関する
投資的経費

9.5億円

市民関連施設の
投資的経費

9.5億円

入間市
入間市有施設　将来負担予測コスト
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維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費

現在までのストック
34.3万㎡

8.4

3.6

9.5

2008年度決算実績による
建替え

87.2億円

2008年度
投資的経費

インフラ（土木費）
14.9億円

公共施設に関する
投資的経費

72.3億円

用地取得費等

市民関連施設の
投資的経費

29.7億円

武蔵野市

37.0億円

その他
5.6億円

武蔵野市有施設　将来負担予測コスト
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維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費

現在までのストック
32.8万㎡

32.9
28.5 29.7

2008年度決算実績による 建替え

40.5億円

2005年度
投資的経費

インフラ
（土木費）

18.6億円

公共施設に関する
投資的経費

21.9億円

用地取得費等

市民関連施設の
投資的経費

20.2億円

習志野市

1.7億円

学校施設整備計画

※当初５年間については、現状の学校施設整備計画を優先する条件にて算定

20.2

維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費
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建替え
2005

維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費
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維持補修 耐震改修 大規模改修 市民関連施設投資的経費

現在までのストック
25.9万㎡

19.6
15.2

11.4

2008年度決算実績による
建替え

44.5億円

2008年度
投資的経費

インフラ
（土木費）

22.0億円

公共施設に関する
投資的経費

22.5億円

用地取得費等

市民関連施設の
投資的経費

11.4億円

取手市

10.5億円

その他

0.6億円

Ｅ市

Ｄ市Ａ市

Ｂ市

Ｃ市
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Ⅱ 資産有効活用の必要性 何故、資産の有効活用が公共施設において必要なのか

１．公共施設マネジメント白書作成の目的

多くの自治体が1960年代の高度成長期に急激な人口増加、社会

環境の変化等で、教育施設・コミュニティ施設など多くの公共施設を

整備した。現在、それらの公共施設の過半が築後30年を経過し、老

朽化してきている。また、利用者の多様化等で利用率が低下してきて

いるなど多くの課題が山積している。

厳しい財政状況下でこうした諸問題を解決するためには、施設の利

用実態・コストパフォーマンス等の市民目線での施設検証が必要で

ある。

「公共施設マネジメント白書」では、自治体の施設の現状を様々な

角度から整理・分析した上で、施設を通した行政サービスの現状と課

題を明確にするとともに、公共施設のあり方について市民、地域等各

方面で議論をし、公共施設の再整備と一層の有効活用を図る。

①

②

③

【公共施設マネジメント白書】

藤沢市

習志野市

立川市

武蔵野市

北区

取手市

http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/kikaku/page100157.shtml
http://www.city.narashino.chiba.jp/joho/gyoseikaikaku/1/2/2009sisetuhakusyo/index.html
http://221.186.119.82/cms-sypher/www/service/detail.jsp?id=7396
http://www.city.musashino.lg.jp/musashino_profile/008833.html
http://www.city.kita.tokyo.jp/docs/digital/694/069416.htm
http://www.city.toride.ibaraki.jp/index.cfm/11,7674,39,363,html
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２．市の保有する財産状況

評価額　（千円） 比率

行政財産 公用財産 土地 27,672,612 3.5%

（市役所、消防署等） 建物 11,459,384 1.4%

公共用財産 土地 591,385,758 74.3%

（市民ｾﾝﾀｰ、公民館等）建物 112,449,670 14.1%

普通財産　（山林、緑地等） 土地 19,102,271 2.4%

建物 3,346,391 0.4%

物件 （地上権） 322,867 0.0%

有価証券　 （公社、ケーブルテレビ局等の株券） 357,188 0.0%

出資による権利 （財団等への出資による権利） 1,547,435 0.2%

機械器具 （エレベーター、設備機器等） 7,958,808 1.0%

工作物 （公園遊具、屋外プール等） 7,769,698 1.0%

物品 （車両、備品等） 1,510,159 0.2%

債権 357,862 0.0%

基金 （庁舎建替え等の特定目的のための積立て金等） 10,821,493 1.4%

796,061,596

742,967,424 93.3%

（行政サービスと行う事
を目的とした財産）

区　　分

財産合計

内、行政財産の土地・建物

普通財産建物
0.4%

普通財産土地
2.4%

公用財産
土地
3.5% 公用財産

建物
1.4%

公共用財産
建物
14.1%

公共用財産
土地
74.3%

行政財産
93.3％

藤沢市が保有する財産は、2006年度（H18年度）現在、評価額で総額約7,961億円
このうち、行政サービスを行うための財産（土地・建物）は約7,430億円で、93％を占めている。

保有する面積では、土地が404万7,348㎡、建物が78万3,690㎡となっている。
土地や建物の中には、市債発行によって整備・購入したものも多く含まれている。

（藤沢市2006年度）

土地：
建物：

404万7,348㎡
78万3,690㎡
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３．公共施設の状況
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学校施設
借上げ施設

旧耐震基準（1981年以前）44万6,752㎡（57％） 新耐震基準 33万6,937㎡（43％）

築50年以上 築40～49年 築20～39年 築0～19年

7,417㎡
（１％）

14万1,969㎡
（１８％）

42万 820㎡
（５４％）

21万3,483㎡
（２７％）

築30年 築10年

市役所
本館
（築56年）

環境事務所

南市民
図書館

市民病院

湘南台
文化センター

築49年

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（㎡）

0

２
０
０
８

（年）

公園

1.6%

供給処理施

設

3.6%

福祉施設

3.7%

観光施設

0.2%

保健

医療施設

0.8%

消防署等

1.6%

学校施設

47.9%

コミュニティ

施設

3.4%

市庁舎

2.8%

普通財産

2.3%

教育文化

施設

11.7%

市営住宅

10.5%

その他

行政財産

9.9%

② 利用目的別の建物延床面積の内訳① 築年別整備状況

建物延床面積：

78万3,690㎡

行政サービスを受けるため
市民が良く利用する公共施設は
延床面積全体の約71％
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４． 2006年度 歳出1,200億円の内訳

② 性質別① 目的別

教育費
10%

公債費
8%

労働費
1%

商工費
1%

民生費
24%土木費

19%

総務費
14%

議会費
1%

環境保全費
2%

消防費
4%

衛生費
15%

農林
水産業費
1%

扶助費
14%

補助費等
8%

公債費
8%

貸付金・積立
金・投資・出
資金
3%

維持補修費
1%

人件費
22%

物件費
14%

繰出金
7%

投資的経費
23%

歳出 1,200億円 歳出 1,200億円

279億円

172億円

259億円

83億円

93億円

101億円

168億円
179億円

292億円

164億円

18億円

93億円

121億円

219億円

7億円

公共施設等で
行政サービスに関わる歳出

717億円
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５．行政運営から行政経営へ

扶助費
14%

補助費等
8%

公債費
8%

貸付金・積立
金・投資・出
資金
3%

維持補修費
1%

人件費
22%

物件費
14%

繰出金
7%

投資的経費
23%

普通財産建物
0.4%

普通財産土地
2.4%

公用財産
土地
3.5% 公用財産

建物
1.4%

公共用財産
建物
14.1%

公共用財産
土地
74.3%

自治体の財産の80～90％は
土地・建物（公共建築）

2006年度の歳出1,200億円の内訳 2006年度の財産内訳（評価額ベース）

土地：404万7,348㎡

建物：78万3,690㎡

公共施設等での行政サービス
に関わる歳出

717億円（全体の60％）

この行政サービスにかかるコストとストックをバラバラに執行するのではなく、

総合的に活用していくことが大切

コ
ス
ト
情
報

ス
ト
ッ
ク
情
報

行政コスト計算書より
トータルコストを把握

年間の歳出の約2/3は、公共施設等
での行政サービスに関わるコスト

①①

③

259億円

172億円
279億円168億円

101億円

93億円

83億円

７億円
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インフラ
（土木費）

18.6億円

公共施設に関する

投資的経費

用地取得費等

市民関連施設の
投資的経費

1.7億円

６．資産有効活用の必要性

市税を中心とした自主財源が減少
傾向にあり、今後も減少傾向が続
くと見込まれる。

人件費や社会保障費等の義務的
経費が増大、もしくは硬直化する
傾向にある。

普通建設事業費等の投資的経費
に回す財源が不足している。

財政状況

少子・高齢化が一層進展する

2015年前後で高齢者人口が２０％
を超えることが予測される。

2010年以降、生産人口が減少に
転じることが予測される。

人口動態

今後、社会資本整備が
まだ必要となる

社会保障費の増大 等

労働力人口の変化 等

現在の行政サービスをどのように維持していけ
るか。

今後１０年をみると、大型事業が出てきても予算
が捻出できない。

今後は、行政サービスの事業別・目的別にそれ
ぞれの施設整備をすることができない。

保有資産の課題

保有資産の有効活用が必要

施設機能の見直し・複合化が必要

既存の施設を有効に活用していくことが必要

公共資産の有効性を総括的にﾁｪｯｸしていく仕組み
が必要

公設公営の発想を変えていくことが必要
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● 総量の圧縮
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②保有形態の見直し等による効率化

④スペースの効率的活用

⑥集約化・合同化等による効率化

運営方式の見直しによる効率化

コスト削減効果検証

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

金
額
（
単
年
度
）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

金
額
（
累
計
）

削減前概算コスト

削減後概算コスト

予算額

削減前累計

削減後累計

予算額累計

削減

年度別概算コストと予算制約

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

金
額

削減前概算コスト
予算額

削減後年度別概算コストと予算制約

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

金
額

削減前概算コスト
削減後概算コスト

予算額

今後の施設の適正維持・整備の判断

現状

削減案

検討結果

維持・建替
の場合

建替の場合

・耐震改 修

・大規 模（積 残し）

修 繕

・耐震 改修
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大規模 修繕は
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建設 時期を
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建設 時期を
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改 修・大規模 修繕（縮減）先 送り 建設 時期 先送り

同一施設群での比較
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○○地域（管轄範囲など）
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Ｂ庁舎

Ｃ庁舎

Ｄ庁舎

地公体等庁舎ａ

地公体等庁舎ｂ

地公体等庁舎ｃ

例 ・Ｃ庁舎、Ｂ庁舎をＤ庁舎へ移転し集約立体化

・地方公共団体庁舎との合築

・Ｃ庁舎、Ｂ庁舎敷地を売却
Ｄ庁舎

Ｄ庁舎（合同化）
Ｂ庁舎

Ｃ庁舎 地公体等庁舎ｂ

基準容積率

現状D庁舎
活用状況

D庁舎の合同化
による敷地の
有効活用
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約
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所有（従来型）の場合

合同庁舎 合同庁舎

シミュレーションの考え方

賃借（民設民営）の場合賃借（民設民営）の場合

・自ら所有し、運営する ・民間が運営する

・国は、使用料（賃借料）として支払う

・食堂、売店
（コンビニ）

・研修室

・倉庫　など

・食堂、売店
（コンビニ）

・研修室

・倉庫　など

特別室、

共通・厚生など

賃借（公設民営）の場合賃借（公設民営）の場合

合同庁舎

・民間が運営する

・国が利用する

特別室、
共通・厚生など

・食堂、売店

（コンビニ）

・研修室

・倉庫　など

・食堂、売店

（コンビニ）

・研修室

・倉庫　など

外部

利用

共

用

化
に
よ
る

共

用

化
に
よ
る

コ
ス
ト
削

減

コ
ス
ト
削

減

施
設

の
賃

借

施
設

の
賃

借

に
よ
る
コ
ス
ト
削

減

に
よ
る
コ
ス
ト
削

減

稼動状況の向上（目標値の設定）のための
スペースの集約化による効率化

稼動状況の向上（目標値の設定）のための
スペースの集約化による効率化

・稼動状況を３０％→約７０％に向上の
　ための諸室の集約化

・環境向上のためのスペース確保

　（係数掛け）

対象スペース（諸室）抽出

合同庁舎

・上記の観点より対象諸室を抽出する

　（例：専用会議室）

150㎡

200㎡

200㎡

150㎡

各官署専用会議室
Ａ専用会議室

Ｂ専用会議室

Ｃ専用会議室

Ｄ専用会議室
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

年間平均30％

⑤維持管理コスト縮減の検討（ベストプラクティスの検討）

横
断
的
評
価
・分
析
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土地・建物
資産実態

土地・建物
資産実態

利用実態利用実態

運営実態運営実態

実態データ

個別施設別データ

個別事業別データ

施設にかかるコスト

事業運営にかかるコスト

• 大規模修繕費
• 賃借料
• 減価償却費
• 維持管理費・各所修繕費等

• 人件費
• 業務委託費
• その他
（その他物件費・金利等金融費用）
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今後１０年間の総コスト予測

財産状況の多面的評価

・同一施設群としての課題
・個別事業（事業内容）としての課題等
・各種サービスの必要性等
・個別施設としての課題等
・市の資産の横断的分析からの課題抽出

改
善
案
の
選
択

（個別事業）
（個別施設）
（広域連携）
（用途別）
（地域単位）
（市全体）

等

施設にかかる将来コスト

事業運営にかかる将来コスト

（このままの
施策展開で）

ABC分析

実

施

実施後の効果の計測

管理する財産
の正確な把握

財産状況の
多面的分析と
業務の高度化

積極的な情報
開示

（結果のみならず、
財産の状況・課題
等社会的ニーズに
適合した情報開示
による有効活用の
促進を図る。

時代のニーズ・
変化への迅速
な対応

（利用機能の見直
し等柔軟な利用）
（災害時・緊急時へ
の迅速な対応）

財政状況の
改善への寄与

効 果効 果

２ ３

バランスシート（貸借対照表）

行政コスト計算書

キャッシュフロー計算書

４

課題等の抽出 （改善の方向性）５ 課題等の抽出 （改善の方向性）５

６

７

社会資本の整備状況とそ

の財源を示す

行政サービスに要したコ
ストと収入を示す

活動毎の資金の流れを
示す

・施設にかかるコスト

・運営にかかるコスト

・個別事業別コスト

・個別施設別コスト

・資産価値 等

・施設状況

・利用状況

・運営状況

（決算データ）

コストと実態の的確な把握

（実態シート）

１ 財務四表からの把握

（用途別）

いろいろな観点からの改善案

将来のコスト予測等

②保有形態の見直し等による効率化
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・国は、使用料（賃借料）として支払う

・食堂、売店
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職員等の
意識改善

実施及び実施後の効果計測

（第１回） 公共施設の実態（第１回） 公共施設の実態
（第２回）

利用・運営実態・行政サービスコスト
改善の方向性

（第２回）
利用・運営実態・行政サービスコスト

改善の方向性
（第３回） 具体的改善案（第３回） 具体的改善案 （第４回） 改善効果・効果の検証（第４回） 改善効果・効果の検証

情 報 公 開 （実態の開示・問題点・改善点・改善効果等）

予
算
及
び
保
有
す
る
資
産
の
有
効
活
用

⑥集約化・合同化等による効率化
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・地方公共団体庁舎との合築

・Ｃ庁舎、Ｂ庁舎敷地を売却
Ｄ庁舎

Ｄ庁舎（合同化）
Ｂ庁舎

Ｃ庁舎 地公体等庁舎ｂ

基準容積率

現状D庁舎
活用状況
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による敷地の
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に
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（施設の集約化・合同化
及び統廃合を含めた改善）

実 施

改善効果が見える（計測できる）

目標値等の設定

正味財産変動計算書
ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄの「正味財産の

部」の変動状況を示す

トータルコストの把握

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

（新規整備時・継続整備
時）
・自ら所有
・賃借

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化
（指定管理者制度等）

・整備方針の見直し
・優先度判定
（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減

・重点投入すべき分野
の明確化

・評価結果の予算への反映

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

①
使用形態・利用形態
の見直し等による効
率的利用

②
保有形態の見直し等
による効率化

③
運営面の効率化
（業務改善）

⑤

建物のライフサイクル
を通じた効率化等

⑧

予算面

④
スペースの
効率的利活用

財産の有効活用に関する調整項目

・施設の集約化・合同化
・統廃合
・廃止・売却

⑥
集約化・合同化等による
効率化

・IT化による業務の変化
・IT化による施設変化

⑦
情報化等による
効率化

ビ
ジ
ョ
ン
・
方
針
よ
る
選
択

保育園

小中学校

市民の家

図書館

市民センター・公民館

（地域別）

ト
ー

タ

ル
コ
ス
ト

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

・人件費
・事業費
・事業委託費
・その他物件費
（消耗品）
（通信運搬）

・維持管理費
（光熱水費）
（管理委託費）
（小破修繕費）
・老朽箇所修繕
・減価償却費

Ⅲ 自治体資産の有効活用方法
１． 資産の有効活用検討フロー図
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2.   いろいろな観点からの実態把握

土地
建物
状況

・概要
（施設数・規模等）
・物理的情報
（老朽化・耐震・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ等）
・ｽﾍﾟｰｽ構成

利用
状況

運営
状況

・設置目的・事業概要
・利用対象
・管轄エリアの状況
・施設構成
・利用状況

・運営形態
・運営日・運営実態
・運営人員
・収入状況
・支出状況

ストック情報ストック情報コストコスト情報情報

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

・人件費

・事業費

・事業委託費

・その他物件費

（消耗品）

（通信運搬）

・維持管理費
（光熱水費）
（建物管理委託費）
（小破修繕費）

・老朽箇所修繕費

・大規模改修費

・減価償却費

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

今
ま
で
見
え
に
く
か
っ
た
人
件
費
・事
業
費

を
含
め
て
全
て
の
コ
ス
ト
を
把
握

器
（
建
物
）
の
中
で
行
わ
れ
て
い
る

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
実
態
を
把
握

行政サービスにかかるコストと、行政サービスを行う財産（ストック）の
両面から実態を把握し、施設の有効活用を行うことが求められる。

両
面
で
把
握
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改善検討必要
（平均値より40％
以上の建物）

―
妥当

（床面積、運営人員あたり単価が
平均値より40％未満の建物）

維持管理費
妥当性

⑤

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応必要一部未実施項目有。
対応

（必要なｽﾛｰﾌﾟを設置した建物）
バリアフリー
対応

④

対策必要対策中です。
安全

（吹付けｱｽﾍﾞｽﾄの未使用、
又は除去等を実施した建物）

吹付ｱｽﾍﾞｽﾄ
安全性

③

老朽化状況進展一部未実施項目有。
良好

（築年少、又は大規模修繕実施）
建物老朽化の
状況

②

対策が必要です。対策中です。
適合

（新耐震以降、
又は補強等を実施した建物）

現行耐震基準
への適合

①

１２３評価指標

改善検討必要
（平均値より40％
以上の建物）

―
妥当

（床面積、運営人員あたり単価が
平均値より40％未満の建物）

維持管理費
妥当性

⑤

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応必要一部未実施項目有。
対応

（必要なｽﾛｰﾌﾟを設置した建物）
バリアフリー
対応

④

対策必要対策中です。
安全

（吹付けｱｽﾍﾞｽﾄの未使用、
又は除去等を実施した建物）

吹付ｱｽﾍﾞｽﾄ
安全性

③

老朽化状況進展一部未実施項目有。
良好

（築年少、又は大規模修繕実施）
建物老朽化の
状況

②

対策が必要です。対策中です。
適合

（新耐震以降、
又は補強等を実施した建物）

現行耐震基準
への適合

①

１２３評価指標

0

1

2

3

①構造安全性

②大規模
　修繕

⑤維持管理

④機能改善
　　(機能面)

③機能改善
　　(環境面)

現行耐震基準への適合

建物の老朽化による
大規模修繕の必要性

吹付けアスベストに対
する安全性

バリアフリーへの対応
状況

維持管理費の効率性

六会
公民館

片瀬
公民館

片瀬
しおさい
センター

明治
公民館

御所見
公民館

遠藤
公民館

長後
公民館

辻堂
公民館

善行
公民館

湘南台
公民館

湘南大庭
公民館

鵠沼
公民館

藤沢
公民館

済美館
村岡
公民館

合計

2,466 1,119 1,549 1,512 647 1,173 1,018 918 1,823 1,159 6,298 3,046 632 547 732 24,639

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,218 0 1,584 0 0 0 3,801

4,443 2,454 6,517 3,563 2,568 2,711 5,097 2,814 4,643 5,791 6,746 5,774 2,645 2,981 4,269 63,018

6,520 2,624 9,651 5,142 2,634 3,762 7,817 3,338 2,217 13,839 9,369 7,737 5,522 6,790 4,810 91,772

1,488 3,384 2,203 1,154 3,143 1,934 872 924 1,335 1,005 1,568 23,465 1,499 946 1,302 46,224

322 0 0 114 0 0 82 0 239 265 0 0 0 0 0 1,021

15,238 9,581 19,921 11,486 8,992 9,581 14,887 7,994 10,256 24,276 23,982 41,606 10,299 11,264 11,113 230,476

職員人件費 18,554 18,554 9,277 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 18,554 37,108 9,277 55,661 315,415

非常勤職員人件費 4,324 4,057 1,277 4,324 4,362 4,371 4,353 3,094 4,380 4,343 4,324 3,094 972 2,249 1,944 51,470

公民館事業費 2,188 2,108 739 1,750 2,072 1,762 2,046 1,902 2,011 2,032 1,947 2,250 1,835 463 2,828 27,931

その他物件費 52 84 446 56 188 101 50 103 143 63 209 67 482 515 1,889 4,447

25,118 24,803 11,739 24,684 25,176 24,788 25,003 23,654 25,088 24,991 25,033 23,964 40,396 12,503 62,322 399,263

42,844 34,456 32,107 36,219 34,334 38,454 39,921 31,716 35,468 49,328 49,211 65,625 51,138 24,282 75,108 629,739

　【収益の部】
2,789 843 1,625 2,858 1,104 1,784 3,106 1,004 1,834 3,026 2,796 2,804 1,738 1,578 2,353 31,244

2,789 843 1,625 2,858 1,104 1,784 3,106 1,004 1,834 3,026 2,796 2,804 1,738 1,578 2,353 31,244

39,770 11,349 16,791 15,929 8,060 7,642 17,439 9,033 17,110 13,076 21,741 11,604 17,061 12,654 41,325 260,585

82,615 45,805 48,898 52,148 42,394 46,096 57,361 40,750 52,577 62,404 70,952 77,229 68,199 36,936 116,434 890,324

79,825 44,962 47,273 49,290 41,290 44,312 54,255 39,746 50,743 59,379 68,156 74,424 66,461 35,358 114,081 859,081

賃借料

車両・備品等購入費

施
設
に
か
か
る

コ
ス
ト

各所修繕費

老朽箇所修繕費

光熱水費

建物管理委託費

施設にかかるコスト計（公民館分）

公民館費

事業運営にかかるコスト計

コストの部合計（トータルコスト）

現金収支を伴うコスト　計

公民館使用料

Ⅰ．現金収支を伴うもの
　【コストの部】

収支差額（ネットコスト）

現金収支を伴う収益　計

Ⅱ．現金収支を伴わないもの
　【コストの部】
減価償却相当額（公民館分）

Ⅲ．総括

事
業
運
営
に

か
か
る
コ
ス
ト

※職員人件費は職員数×平均給与（平成18年度）で算出

※施設にかかるコスト、減価償却相当額は市民センター、市民図書室との面積で按分して算出

（千円）片瀬地区 藤沢地区

3-1.   記入シートと集計アウトプットイメージ①

基本情報の収集コスト状況

基本情報の収集資産価値

記入シート

記入シート

（把握すべき内容）

（把握すべき内容）

集計ｱｳﾄﾌﾟｯﾄｲﾒｰｼﾞコスト情報

行政コスト計算書
（各施設別・個別施設別）

公民館の例

各公民館ごとに
コストを集計

施設にかかるコスト
運営にかかるコストを
項目毎に集計

施設に掛かるコスト表
事業運営に掛かるコスト表

集計ｱｳﾄﾌﾟｯﾄｲﾒｰｼﾞ資産価値

土地・建物把握表 建物評価の例

土地・建物評価概要表

ｽﾍﾟｰｽ構成表

トータルコスト（事業別）
トータルコスト（施設別）
施設に掛かるコスト
事業運営に掛かるコスト
収入等

行政コスト
計算書トータルコスト

ⅱ）歳入記入シート
ⅲ）人事関連データ記入シート

ⅳ）資産形成キャッシュフロー記入シート
ⅴ）市債等関連データシート

ⅰ）歳出記入シート 基本情報
施設コード番号： 記入部署：

施設名称： 記入者名：
記入日：
（西暦）

データ年度：
　　（西暦）

事務事業名

大分類 中分類 科　　目 合計

人件費 市職員人件費※ 給与（手当含む） 0

市職員退職給与※ 市職員退職給与 0

非常勤職員人件費 非常勤職員報酬（日額） 0

非常勤職員報酬（月額） 0

臨時職員人件費 賃金 0

修繕費
施設各所修繕費
（軽微な故障回復） 施設各所修繕費 0

物品修繕費 0

車両修繕費（経常） 0

車両修繕費（臨時） 0

その他修繕費 0

大規模修繕費
施設大規模修繕費
（1件当たり1,000万円以上） 工事請負費（1件当たり1,000万円以上） 0

施設大規模修繕費
（1件当たり1,000万円未満） 工事請負費（1件当たり1,000万円未満） 0

その他大規模修繕費
（施設以外の道路、橋梁等の修繕
費用） 工事請負費（施設以外）

0

光熱水費 光熱水費 光熱水費電気代 0

光熱水費ガス代 0

光熱水費上下水道代 0

燃料費 0

その他光熱水費（　　　　　　　） 0

委託費 （維持管理）業務委託費 総合管理委託 0

清掃委託 0

警備委託 0

保守点検委託 0

施設補修・建設業務委託 維持補修業務委託 0

建設事業関係委託（国庫補助対象） 0

建設事業関係委託（国庫補助対象以外） 0

民間保育所設置委託（国庫補助対象） 0

民間保育所設置委託（国庫補助対象以外） 0

その他委託費 その他委託料（　　　　　） 0

使用料及び賃借料 施設賃借料 土地賃借料 0

建物賃借料 0

施設以外賃借料
（機器リース料等） 施設以外賃借料 0

公有財産購入費
公有財産（施設）購入費　※
（土地、建物の取得による支出） 公有財産購入費（土地） 0

公有財産購入費（建物） 0

公有財産（施設以外）購入費　※
（１件当り100万円以上）

公有財産購入費（無形固定資産）
（１件100万円以上）

0

公有財産（施設以外）購入費
（１件当り100万円未満）

公有財産購入費（無形固定資産）
（１件100万円未満）

0

車両・備品購入費
車両・備品購入費
（１件当り100万円以上） 車両・備品購入費（100万円以上） 0

車両・備品購入費
（１件当り100万円未満） 車両・備品購入費（100万円未満） 0

負担金補助及び交付金
負担金補助及び交付金
（負担金、他団体等への交付金） 負担金補助及び交付金 0

市債　※
市債元金償還金
（市債等の債務の元金分の返却額） 元金償還金

0

市債利息償還金
（市債等の債務の利息分の返却額） 利息償還金

0

その他物件費 その他物件費 報償費 0

旅費 0

交際費 0

食糧費 0

消耗品費 0

印刷製本費 0

通信運搬費郵便料 0

通信運搬費電信電話料 0

通信運搬費運搬料 0

手数料 0

傷害・損害保険料 0

火災保険料 0

自動車損害保険料（経常分） 0

自動車損害保険料（臨時分） 0

役務費その他 0

原材料費 0

公課費 0

その他 0

合計 0 0 0 0 0 0

※記入不要項目

物品・車両修繕費
（施設にある物品、車両、機器の修
繕に要する費用）

（電気、ガス、上下水道、油等の光
熱水費用）

（建物の維持管理（清掃・警備、機器
保守点検等の業務委託費用）

土地・建物の状況
建物概要
残存容積
路線価
評価額
建物評価
　構造安全性・老朽化状況・維持管理・機能改善

資産価値

ⅰ）建物概要シート
ⅱ）保全状況シート
ⅲ）路線価・評価額シート
ⅲ）維持管理費シート

施設概要
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3-2.   記入シートと集計アウトプットイメージ②

基本情報の収集利用状況

設置目的・事業概要
利用者数・利用件数（年、月、季節、平日・休日）

例）公民館 利用率・稼働率
例）図書館 利用者数・貸し出し冊数
管轄エリア・人口、利用対象

利用状況

運営形態（直営・その他）
運営日数・時間
運営人員　/内訳詳細
収入・支出
徴収方法

運営状況

基本情報の収集運営状況

記入シート

記入シート

（把握すべき内容）

（把握すべき内容）

ⅰ）利用基本調査シート

ⅱ）利用状況記入シート

ⅲ）利用推移記入シート

１．各室ごとの年間利用料収入

会議室 集会室 調理室 実習室 ホール 体育館 合計

年間
利用料

0

２．利用料金の徴収方法

徴収方法

３．各室ごとの利用状況

利用件数 件 件

利用人数 人 人

利用コマ数 コマ コマ

利用件数 件 件

利用人数 人 人

利用コマ数 コマ コマ

利用件数 件 件

利用人数 人 人

利用コマ数 コマ コマ

利用件数 件 件

利用人数 人 人

利用コマ数 コマ コマ

利用件数 件 件

利用人数 人 人

利用コマ数 コマ コマ

利用件数 件 件

利用人数 人 人

定員
（収容人
数）

稼働率
年間利用
可能コマ数

利用件数・利用者数

記入日

データ年度

0.基本データ

2009

施設名

所管部署

平日 土日
室名 面積

ホール

体育館

㎡

㎡

㎡

㎡

会議室

集会室

調理室

実習室

コマ

コマ

㎡

人

人

人

人

人

人

㎡

コマ

コマ

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

#VALUE!

コマ

コマ

ⅰ）運営基本調査シート

ⅱ）運営推移記入シート
ⅲ）運営体制記入シート

１．運営日数

平日 日／年
合計

土日 日／年 0 日/年

２．運営人員

市職員 非常勤職員
パート・
アルバイト

その他
（　　　）

合計

 0

0

0

0 0 0 0 0

業務内容

施設利用に関する受付・案内

各種講座・講演会等の主催

その他

記入日

データ年度

0.基本データ

2009

施設名

所管部署

合計

集計ｱｳﾄﾌﾟｯﾄｲﾒｰｼﾞ利用状況

集計ｱｳﾄﾌﾟｯﾄｲﾒｰｼﾞ運営状況

2006年度利用者数

六会
公民館

片瀬
公民館

片瀬しおさ
い

センター

明治
公民館

御所見
公民館

遠藤
公民館

長後
公民館

辻堂
公民館

善行
公民館

湘南台
公民館

湘南大庭
公民館

鵠沼
公民館

藤沢
公民館

済美館
村岡
公民館

会議室等 76,981 70,828 12,328 85,786 45,444 40,442 91,622 81,001 60,332 133,748 111,603 136,375 68,102 67,185 51,939

ホール 43,179 19,253 0 65,020 30,753 36,534 48,363 26,527 0 55,813 36,309 66,059 43,189 0 48,306

体育室 43,980 0 41,536 38,719 29,022 25,759 38,874 0 43,165 50,385 42,977 0 0 35,254 0

保育室 2,272 0 0 5,075 0 392 3,030 0 0 3,254 6,781 0 0 0 5,719

音楽室 0 0 13,156 23,883 0 7,771 32,011 0 19,588 14,100 17,649 34,222 0 0 41,792

調理室 6,554 7,459 0 7,229 3,977 3,895 6,676 2,905 12,675 17,591 8,715 13,696 24,080 0 17,125

広場系 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23,158 0 0 0 0

合計 172,966 97,540 67,020 225,712 109,196 114,793 220,576 110,433 135,760 274,891 247,192 250,352 135,371 102,439 164,881

1日当たり 501 283 194 654 317 333 639 320 394 797 716 726 392 297 478

2006年度利用件数

六会 片瀬 しおさい 明治 御所見 遠藤 長後 辻堂 善行 湘南台 大庭 鵠沼 藤沢 済美館 村岡

会議室等 4,256 3,948 1,150 4,708 3,228 3,270 6,590 4,710 3,735 8,263 6,301 8,010 5,387 3,993 4,219

ホール 1,563 957 0 1,620 999 1,638 1,759 1,303 0 1,865 1,549 1,683 1,342 0 1,586

体育室 2,846 0 2,664 1,815 1,433 1,555 1,739 0 1,739 2,309 1,823 0 0 1,819 0

保育室 138 0 0 263 0 116 294 0 0 293 305 0 0 0 448

音楽室 0 0 1,119 1,205 0 854 1,169 0 1,458 1,530 1,312 1,254 0 0 2,178

調理室 448 484 0 594 280 379 412 274 852 1,078 518 842 1,752 0 1,290

広場系 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,282 0 0 0 0

合計 9,251 5,389 4,933 10,205 5,940 7,812 11,963 6,287 7,784 15,338 13,090 11,789 8,481 5,812 9,721

1日当たり 27 16 14 30 17 23 35 18 23 44 38 34 25 17 28

2006年度稼働率

六会 片瀬 しおさい 明治 御所見 遠藤 長後 辻堂 善行 湘南台 大庭 鵠沼 藤沢 済美館 村岡

会議室等 46 73 23 46 54 42 55 75 48 54 48 68 64 69 43

ホール 17 18 0 16 17 21 15 21 0 12 12 14 16 0 16

体育室 31 0 54 18 24 20 15 0 22 15 14 0 0 31 0

保育室 1 0 0 3 0 1 2 0 0 2 2 0 0 0 5

音楽室 0 0 23 12 0 11 10 0 19 10 10 11 0 0 22

調理室 5 9 0 6 5 5 3 4 11 7 4 7 21 0 13

広場系 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

設置目的・事業概要表

各公民館ごとに
利用状況を集計

年間利用件数表 公民館の例

各ｽﾍﾟｰｽごとに
利用状況を集計

施設別運営人員表 公民館の例

業務内容別運営人員表

（人）

機能
事業
名称

業務内容 職階
六会市民
センター・
公民館

片瀬市民
センター・
公民館

片瀬しおさ
いセンター

明治市民
センター・
公民館

御所見市
民

センター・
公民館

遠藤市民
センター・
公民館

長後市民
センター・
公民館

辻堂市民
センター・
公民館

善行市民
センター・
公民館

湘南台市
民

センター・
公民館

湘南大庭
市民

センター・
公民館

鵠沼市民
センター・
公民館

藤沢
公民館

済美館
村岡
公民館

合計

職員 4 3 5 3 3 5 4 4 5 5 5 46

非常勤職員（平日） 3.5 0 0 0 1 0 0 1 2 1 0 8.5

非常勤職員（土日） 1 0.5 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1 1 1 8

再任用職員 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

任期付職員 1 1 1 1 0 1 1 1 0 0 0 7

パート・アルバイト 0 0 0 0 0 0.2 0 0 0 0 0 0.2

その他（用務員等） 0 1 1 1 1 0 0 1 0 0 0 5

小計 11.5 5.5 8 5.5 5.5 6.7 5.5 7.5 8 7 6 76.7

職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2

・地区福祉窓口 非常勤職員 2.9 3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.8 2 33.3

小計 2.9 3 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.9 2.9 2.8 4 35.3

職員 2 2 2 2 2 2 2 3 3 3 2 2 2 29

非常勤職員 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4

任期付職員 1 0 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 5

小計 3 3 3 3 3 3 2 3 4 3 2 3 3 38

職員 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 2 2 1 21

再任用職員 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

任期付職員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

小計 2 2 2 2 2 2 2 1 1 2 2 2 1 23

職員 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 1 6 34

非常勤職員 5 4 2 5 5 5 5 3 5 5 5 3 1 3 2 58

小計 7 6 3 7 7 7 7 5 7 7 7 5 5 4 8 92

26.4 19.5 3 22.8 20.3 20.3 21.5 17.3 21.3 22.9 21.9 17.8 10 4 16 265市民センター・公民館　合計

市
民
セ
ン
タ
ー

公民館

・主催事業の
  企画・開催
・施設の貸出
  受付業務

・市税等の収納

・市税証明書
　の交付

・各種届出・
　証明書等の
　交付

・地域環境整備

窓
口
事
業

（
庶
務
担
当

）

・市民活動支援

地
域
担
当

各施設ごとに
運営状況を把握

各業務ごとに
運営状況を把握
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8.   施設コストの比較や適正化の検討（改善検討例）
藤沢市実績例 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

六会

公民館

片瀬

公民館

片瀬

しおさい

センター

明治

公民館

御所見

公民館

遠藤

公民館

長後

公民館

辻堂

公民館

善行

公民館

湘南台

公民館

湘南大庭

公民館

鵠沼

公民館

藤沢

公民館

済美館 村岡

公民館

（億円）

0.8億円

0.5億円 0.5億円 0.5億円

0.4億円 0.4億円

0.6億円

0.4億円

0.5億円

0.6億円

0.7億円

0.8億円

0.7億円

0.3億円

1.2億円

平均 0.6億円

1.0億円 1.0億円 公民館単独館

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

施
設
に
か
か
る
コ
ス
ト

職員
人件費

事業費

減価償却
相当額

非常勤職員
人件費

賃
料
（
建
物
）

建物管理

委託費

光熱水費

各所修繕費

0.2
億円 0.1

億円

0.2
億円

0.1
億円

0.1
億円

0.1
億円

0.1
億円 0.1

億円

0.1
億円

0.2
億円

0.2
億円

0.4
億円

0.1
億円

0.1
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.3
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.2
億円

0.2
億円

0.3
億円

0.2
億円

0.2
億円

0.3
億円

0.3
億円

0.3
億円

0.4
億円

0.1
億円

0.7
億円

0.4
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.2
億円

0.1
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.1
億円

0.2
億円

0.1
億円

0.4
億円

10 8 5 8 14 14 7 11 10 10 9 11 17
6 6

69

36

76

28

97

39

114
96

80

3
5
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5

5
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6

41

56
50

53

105

631
1
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20

40

60

80

100

120

140

160

180

六会
公民館

片瀬
公民館

片瀬しおさい
センター

明治
公民館

御所見
公民館

遠藤
公民館

長後
公民館

辻堂
公民館

善行
公民館

湘南台
公民館

湘南大庭
公民館

鵠沼
公民館

藤沢
公民館

済美館 村岡
公民館

（百件）

9千件

5千件

10千件

6千件

8千件

12千件

6千件

8千件

15千件

13千件

12千件

8千件

6千件

10千件

5千件

10千件
14千件

（分館）
（分館）

サークル
活動

地
域

利

用

主
催

事
業

官庁利用

その他

2 2
1

2 2 2 2 2 2 2 2 2

4

1

6

5
4

2

5 5 5 5

3

5 5 5

3

1

3

2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

六会
公民館

片瀬
公民館

片瀬
しおさい
センター

明治
公民館

御所見
公民館

遠藤
公民館

長後
公民館

辻堂
公民館

善行
公民館

湘南台
公民館

湘南大庭
公民館

鵠沼
公民館

藤沢
公民館

済美館 村岡
公民館

公民館単独館

利用件数 施設間に約３倍の大きな差が生じている

７人

６人

３人

７人 ７人 ７人 ７人

５人

７人 ７人 ７人

５人 ５人

４人

７人

職
員
数

非
常
勤
職
員
数

市民センターとの併設館の市の職員数はほぼ同じ

事業運営にかかるコストはほぼ同じトータルコスト

運営人員

8,500円

4,069円

湘南台
公民館

片瀬
公民館

利用１件当りにかかるコスト

公民館事業にかかるコスト
÷年間利用件数

割高

主催事業内容の分析

（人）

公民館単独館

主催事業件数 ほぼ一律

・高齢者学級
・歴史探訪

・茶道教室

・文化教養講座
・手話講座

・陶芸講座
・海洋科学教室

・園芸教室

・夏休み子供教室等
・健康講座

・エクササイズ
・スポーツ開放

・乳幼児家庭教育

・親子教室
・女性セミナー

・パソコン講座
・昔遊び（多世代交流）

・クリスマスコンサート

・ふるさとまつり

趣味・教養

体育・

レクリエーショ ン

子育て支援

職業知識

地域活動

主な講座内容

等

公民館では、個々の公民館の職員が主催事業

の内容を企画し、開催している。
主な講座内容は下表のとおりで、年度や施設

による内容の差はほとんどない。

○

○

行っている業務内容と職員数

コストと各種実態との比較
【トータルコスト／年間利用件数】

利用件数は施設間で３倍の差があるが、
事業運営にかかるｺｽﾄは全館一律である
ため、利用1件当たりにかかるｺｽﾄが割高
な施設が出てくる。

平均
7,000円/件

公民館分析（例）：利用1件当たりにかかるコスト

各施設のトータルコスト及び
コスト構造が把握できる

各施設のトータルコスト及び
コスト構造が把握できる

・

利用件数とﾄｰﾀﾙｺｽﾄをたすき掛けで分析し、
利用1件当たりにかかるｺｽﾄで比較する。
・

（コストパフォーマンス）（コストパフォーマンス）

 

運営方式の見直し
一部事業のアウト
ソーシング等

運営方式の見直し
一部事業のアウト
ソーシング等

運営人員の見直し
（運営コストの削減）

運営人員の見直し
（運営コストの削減）

機能の見直しによる
利用率向上

機能の見直しによる
利用率向上 資産の有効活用 検討項目

・各部門横断的利用
・利用機能の見直し
・他用途への転用
・遊休施設の外部利用

(新規整備時・継続整備)
・自ら所有
・賃借

・自ら運営
・一部アウトソーシング
・運営の外部化
（指定管理者制度等）

・整備方針の見直し
・優先度判定
（建替・改修の判断）
（事業方針等の判断）

・維持管理コスト削減

・重点投入すべき分野
の明確化

・評価結果の予算への
反映

・スペースの有効活用
・共用化・集約化

①
使用形態・利用形態
の見直し等による
効率的利用

②

保有形態の見直し
等による効率化

③
運営面の効率化
（業務改善）

⑤

建物のライフサイク
ルを通じた効率化等

⑧

予算面

④

スペースの
効率的利活用

・施設の集約化・合同化
・統廃合

⑥

集約化・合同化等に
よる効率化

・IT化による業務の変化
・IT化による施設変化

⑦

情報化等による
効率化

施設ごと

隣接・集中した施設の
統合・集約化

隣接・集中した施設の
統合・集約化

11

22

33

用途全体

地域単位

利用機能を見直し、
施設全体の利用件数を向上させる

体育館

ホール

会議

60%

20%

90%

機能 稼働率

体育館

会議

機能

職員２人 職員1人
現状 改善案

¥8500/件 ¥5500/件

利用状況に合わせた運営方式に見直し、
運営コスト削減によるコストの適正化を図る

利用
件数
ﾄｰﾀﾙ
ｺｽﾄ

5400件

4600万円

5400件

3000万円

5400件

4600万円

5400件

3000万円

建物管理委託費
0.9億円

光熱水費0.6億円

0.5億円

職員人件費
3.2億円
（36％）

事
業
運
営
に

か
か
る
コ
ス
ト

施
設
に

か
か
る

コ
ス
ト

0.3億円

６.３億円

0.5億円

1.0億円
事業
運営

施設にかかる
コスト

0.3億円

４.１億円

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

現状 改善案

利用状況の悪い機能を
良い機能に変更

利用状況の悪い機能を

良い機能に変更
0.5万件

1.5万件

A公民館 B公民館

A公民館 B公民館

0.5億円

0.6億円

会議

会議
0.8万件

ﾎｰﾙ

体育館

音楽
調理

事業運営
にかかる

ｺｽﾄ

人件費
0.3億円

人件費
0.3億円

施設に
かかるｺｽﾄ

0.４億円0.2億円

利用状況に関係なく一律に
運営人員が配置されている

類似施設が集中した地域
は、利用状況等をふまえ
統合化

中
学
校

小
学
校

公
民
館

市
民
の
家

稼働率
40％

稼働率19％
稼働率
22％

稼働率
8％

A中学校

a小学校 b小学校 c小学校

会議・集会機能

会議・
集会機能

AA地域
人口：××万人 地域面積△△㎡

会議・集会
機能の導入
会議・集会
機能の導入

利用率の低い
施設を廃止

地域全体で機能の見直
し、公共施設の再編を
検討する

地域全体で機能の見直
し、公共施設の再編を
検討する

別機能へ別機能へ

空き教室を有効活

用し、地域に必要

な機能を導入

空き教室を有効活
用し、地域に必要

な機能を導入

建物管理委託費
0.9億円

光熱水費 0.6億円

0.5億円

職員人件費
3.2億円

10

８

６

４

２

０

公
民
館
全
施
設
の

年
間
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト

事
業
運
営
に

か
か
る
コ
ス
ト

8.9
億円

公民館利用料収入
3,124万円

公民館利用料収入
3,124万円

（億円）

施
設
に

か
か
る

コ
ス
ト

0.3億円

減価償却相当額
2.6億円（29％）

2.3
億円

4.0
億円

（44%）

（27%）
公民館事業費
（主催事業のための消耗品等）

非常勤職員人件費

各所修繕費

賃料

老朽箇所修繕費

（光熱水費の約半分）

公民館主催事業
にかかるコスト

利用状況の低い施設
に対して、利用率の低い
機能を利用率の高い機能
に見直す

公民館施設全体の事業運営にかかる
コストを見直す

AA地域は、会議・集会機能
を持つ施設を地域内に全部
で4施設保有している

会議・集会
機能会議・

集会機能

・民営化等

・廃止
・総量の圧縮

⑥
施設配置の見直し
集約化・合同化等に
よる効率化
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11.   運営人員・トータルコストの推移（図書館）

職員
54
（16）

職員
54
（17）

57
（19）

41
（18）

19
（17）

2003 2004 2005 2006

0

2

4

6

8

10

12

2003 2004 2005 2006

事
業
運
営
に
か
か
る
コ
ス
ト

図
書
事
業
費
職員
人件費
5.8
億円

0.7億

7.2
億円

7.9
億円

9.4
億円

7.8
億円

1.6億円
1.6億円

1.1億円

0.7億

0.6億

0.7億

0.6億

主催0.7億 0.6億

7.1
億円

6.1
億円

職員
人件費
4.4
億円

職員
人件費
3.1
億円

1.5
億円

0.6億

1.8
億円

施
設
に
か
か
る

コ
ス
ト

9.5億円

（億円）

※推移からは減価償却相当額を除く

10.2億円

職員
人件費
4.8
億円

8.3
億円

0.7億

7.6
億円

1.5
億円

0.3億

0.5億

1.9億円

（人）

（ ）内：司書人数

10.5億円

運営人員のうち市の職員数の推移

（年度）

（年度）

162人

8.8億円

0.4億

非
常
勤
職
員

人
件
費

6.3億円 5.5億円
6.6億円7.1億円

トータルコストの推移

ﾈｯﾄﾜｰｸ
事業費等

資料購入費

非常勤職員
人件費

非常勤
職員
108人

非常勤
職員
108人

非常勤
職員
108人

非常勤
職員
108人

10

20

30

40

50

人 人

～
～
～
～

162人
165人 168人

専門業務員専門業務員

正規職員に
かわる
司書資格を持つ
業務員の採用

制度制度
切替え切替え

専門業務員

127人

人件費計 人件費計
人件費計

人件費計

人

人

-16人

運営人員計 運営人員計

運営人員計
運営人員計運営人員

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

2006年度以降、制度を切り替え
専門業務員を採用

2005年度より、

・ 市の職員を16人削減
・ 新たに専門業務員を19人採用
・ 全体としては3名運営人員が増加し、
人件費は、0.8億円削減した

運営方式の見直し

市職員を専門業務員に切り

替えたり、NPO等へアウト
ソーシングする

運営方式の見直し

市職員を専門業務員に切り

替えたり、NPO等へアウト
ソーシングする
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18.   自治体間比較（従来型の自治体間比較）

A市 B市 C市 D市 E市 F市 G市 H市 I市

人口（人） 480,804 403,503 320,588 433,738 404,065 475,205 564,176 794,379 464,705

面積（ha） 20,589 31,216 20,879 46,777 19,609 11,596 25,450 13,677 27,398

人口密度（人/ha） 23.4 12.9 15.4 9.3 20.6 4.1 22.2 58.1 17.0

予算（百万円） 185,300 143,797 113,118 158,250 138,510 150,000 185,500 277,700 171,020

本庁舎施設数 1 1 1 1 1 1 1 1 1

支所・出張所施設数 17 22 50 9 5 5 0 39 11

施設数 13 38 48 56 50 15 26 6 40

延面積（㎡） 20,675 20,740 23,807 24,575 22,677 16,435 30,347 3,451 14,259

専任職員数（人） 37 57 64 66 0 59 47 10 43

施設数 2 2 16 3 1 4 8 11 10

延面積（㎡） 1,827 12,418 8,989 6,918 3,637 9,577 13,473 13,400 17,192

蔵書数（冊） 576,025 858,810 516,995 537,631 373,772 937,029 917,827 1,202,217 596,246

専任職員数（人） 28 55 35 39 19 42 44 120 42

施設数 59 59 48 61 49 59 64 90 57

校舎面積（㎡） 301,585 297,350 211,687 293,420 243,734 278,212 276,354 519,547 326,641

児童数（人） 31,422 28,882 19,513 28,398 24,601 30,025 38,390 49,298 32,386

教職員数（人） 1,349 1,306 958 1,287 1,087 1,353 1,674 2,226 1,389

施設数 30 21 18 24 22 27 32 40 28

校舎面積（㎡） 172,885 140,864 115,036 161,185 143,639 156,498 171,751 287,916 175,696

生徒数（人） 16,765 15,273 10,741 15,086 12,493 15,155 19,340 26,122 16,563

教職員数（人） 912 798 561 784 664 822 993 1,440 921

幼児人口（人） 14,092 13,215 8,925 13,252 11,620 13,397 17,590 23,327 15,438

施設数 39 23 45 14 38 29 19 36 30

定員（人） 3,190 2,235 3,895 1,280 2,845 3,390 1,600 3,796 2,735

施設数 61 32 14 99 11 35 35 46 47

定員（人） 4,600 2,250 1,520 9,015 1,275 3,025 3,015 5,010 4,985

施設数 3 0 9 0 4 9 24 10 57

定員（人） 499 0 1,520 0 546 1,330 3,985 1,465 3,745

施設数 38 48 28 40 41 42 48 52 10

定員（人） 8,707 10,804 6,112 8,160 13,160 11,568 15,307 17,715 1,430

保
育
園

幼
稚
園

中
学
校

人
口
・
面
積
等

庁
舎

公
民
館

図
書
館

小
学
校

市
立
そ
の
他

市
立
そ
の
他

（規模・施設数等による比較で、パフォーマンス比較ができていない）
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19.   公民館の評価・分析（自治体間比較）

●公民館 スペース構成の比較
500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

（㎡）

公民館スペース

公民館 約1,300㎡会議・
集会機能

500㎡

調
理

幼児保育機能

ホール
機能

体育機能

区民センター
区民
センター

約3,500㎡会議・
集会機能

多目的機能

展示
機能

音
楽

工
作

調
理

ホール
機能

体育
機能

ロビー、廊下、階段、トイレ、機械室等

公民館
約1,000㎡

15施設

７施設

７施設

人口
約40万人

人口
約52万人

人口
約16万人

（平均）

（平均）

（平均）

施設レベルが低く、
老朽化が進んでいる。

公民館スペース

会議・
集会

工
作

調理

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

集会
会
議
室
多目的室

調
理
室

幼
児
室

その他
共用部

約550㎡

900～1,000㎡

コミュニティ
センター

Ａ

市

Ｂ

区

Ｃ

市

２施設

事務室

Ｃ市公民館には無い機能

Ｃ市公民館と
同じ機能

約880㎡

（平均）

１ヶ所当り
2.6万人

１ヶ所当り
7.4万人

１ヶ所当り
1.7万人

名称は異なるが、ほぼ同じ機能

規模に違いがある

保有する機能は、会議・集会、

ホール、体育機能と同じ３つの

機能を保有している

規模に違いがある

C市公民館は、会議・集会機能
のみであり、施設レベルが低く、

かつ、老朽化も進行している
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20.   公民館の評価・分析（自治体間比較）-2

●公民館 利用状況・運営状況の比較

5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

約 9,000件/年

約16.2万人/年

6,413件

約19,000件

会議・
集会利用
4,785件

ホール
利用

1,100件

体育
利用

1,300件

公民館利用

約4,500件/年

約5.3万人/年

（件）

対象人口：
約2.3万人／施設

対象人口：
約7.4万人／施設

対象人口：
約2.7万人／施設

年間総利用状況

年間総利用件数

年間総利用件数

※ ３自治体とも1施設当りの平均利用件数・平均利用可能コマ数で比較

休館日：月１回の平日
年間運営日数：３４５日

市直営
約６.２人（内、市職員2.3人）

１日６コマ／室

利用時間帯
９：００～２２：００

休館日：月３回の平日
年間運営日数：３２１日

指定管理者
約１２人

１日３コマ／室

利用時間帯
９：００～２１：００

休館日：月曜・祝日
年間運営日数：２９８日

市直営
約８.１人（内、市職員2.7人）

１日４コマ／室

利用時間帯
９：００～２１：００

運営面等
の工夫

公民館利用

会議・集会・
調理実習利用
4,500件

調理・
音楽等

1,600件

25,066件

最大利用可能コマ数

20,000件

最大利用可能コマ数

4,500件

9,536件

最大利用可能コマ数稼働率
47％

稼働率
70％

稼働率
26％

対象人口/年間利用件数

＝ ４．２人/件

対象人口/年間利用件数

＝ ５．３人/件

対象人口/年間利用件数

＝ ５．１人/件

Ａ

市

Ｂ

区

Ｃ

市

7,152件
最大利用可能コマ数

4,000件

公民館

コミュニティ
センター 稼働率

56％

公民館利用には、会議・集会のほか、
調理・工作等の利用も含む

会議・
集会利用
6,000件

調理・工作・音楽・展示等利用
8,000件

体育利用
3,600件

ホール
利用
1,500件

区民センター利用

14,000件

対象人口と合わせて比較すれば、
A市・B区の稼働率はほぼ同じ
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21.   評価軸の設定例（利用１件当たりのコスト）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

公民館事業 区民センター 公民館 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

（円／件）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

公民館事業 区民センター 公民館 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

（千円）

Ａ市 Ｂ区 Ｃ市 Ａ市 Ｂ区

11,418円

人件費

光熱水費
委託費
修繕費

事業費

減価
償却費

減価
償却費

賃借料

委託費

光熱水費

修繕費

人件費

事業費

委託費

光熱水費

老朽箇所
修繕費

減価
償却費

その他物件費

4,974円

1,859
円

3,115
円

Ｃ市

5,936万円

人件費
2,450万円

光熱水費
修繕費等

1,500万円事業費
220万円

減価償却費
1,800万円

2,662
万円

3,274
万円

1億1,100万円

減価
償却費

建物賃借料

建物管理
委託費
（建物維持
管理）

（利用受付
・案内）

光熱水費

小破修繕費

4,300万円

2,800
万円

1,500
万円

人件費
2,900万円

事業費

減価償却費

光熱水費

建物管理
委託料

800
万円

1,300
万円

指定管理料

2,100万円

7,378
円

4,040
円

2,980
円

3,664
円

6,644円

4,688円

賃借料

各所修繕費

指定
管理料

減価
償却費

委託費

光熱水費
老朽箇所
修繕費

その他物件費
各所

修繕費

賃
借
料

全15施設トータルコスト

9.0億円

全7施設トータルコスト

7.7億円

全7施設トータルコスト

3.4億円

事業運営費等コストをかけていないが、
1件当りでは割高になる

トータルコストはかかっているように
みえるが、1件当りコストは割安

●トータルコスト【１施設当り】 ●利用１件当りコスト （トータルコスト／年間利用件数）

施設実態（ｽﾍﾟｰｽ構成・老朽化状況）・利用状況（稼働率）・

運営状況・トータルコストを重ね合わせての評価・分析が必要

施設実態（ｽﾍﾟｰｽ構成・老朽化状況）・利用状況（稼働率）・

運営状況・トータルコストを重ね合わせての評価・分析が必要
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22.   地域単位での改善①

地域経営会議地域経営会議 地域経営会議地域経営会議 地域経営会議地域経営会議

＋4,519人

後期高齢者：20年間で

％

％

％

％

％

％

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

11.3％

74.2％

14.5％

2005

（3,609人）

（7,995人）

（9,233人） 29.6％
2025

2015

58.1％

12.3％

2005

（23,790人）

（19,929人）

（18,172人）
2025

2015

2005
（4,642人）

（4,558人）

（3,826人）
2025

2015

今後20年で増加

今後20年で減少

2005年

2015年

2025年

＋2,391人

後期高齢者：20年間で

1,000 2,000 3,000 4,000（人）

11.4％

73.2％

15.4％

2005

（3,253人）

（5,351人）

（6,422人） 19.5％
2025

2015

67.8％

12.7％

2005

（20,802人）

（21,010人）

（22,268人）
2025

2015

2005
（4,378人）

（4,813人）

（4,182人）
2025

2015

今後20年で減少

今後20年で増加

2005年

2015年

2025年

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～

高

齢

者

人

口

比

率

生

産

人

口

比

率

年

少

人

口

比

率

＋1,393人

後期高齢者：20年間で

22.1％

65.3％

12.6％

2005

（4,418人）

（5,520人）

（5,755人） 24.1％
2025

2015

62.9％

13.0％

2005

（13,073人）

（13,792人）

（14,983人）
2025

2015

2005
（2,523人）

（3,004人）

（3,107人）
2025

2015

1,000 2,000 3,000（人）

今後20年で減少

今後20年で増加

2025年

2015年

2005年

タイプ A
15年後には、地区人口の約30％が65歳
以上で、地域を担う活力が著しく低下
する地区

タイプ B タイプ C
15年後には、生産人口の45歳以上が
著しく増加し、タイプ①の予備軍としての
傾向が見られる地区

タイプ①・②と比較すると
大きな変化が見られない
地区

自治体を取り巻く経営環境が

厳しさを増している中で、公

共資産を最大限活用し、民間

ノウハウと資金を効果的に取

り込んで、低コストでサービ

スレベルが高く効率的・効果

的な公共経営の実現

将来の地域ごとの人口構成

今後の公共施設の再編・再整備は
地域住民のニーズに応じた独自性
が発揮されなければならない。

◎

2025年

2005年
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23.   地域単位での改善②

A地区 B地区 C地区

高齢化対
応機能
への転用

目的を持った活動
ができる地域の
活動拠点へ機能の充実

空き教室を活用し
スペース利用
可能な地域の拠点
へ

集約化し、
レベルアップ

地域住民の
活動できる
拠点の充実

民営化等
の検討


